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法務省支援策①
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法務省支援策②
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法務省支援策③（１／２）
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法務省支援策③（２／２）
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法務省支援策④
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法務省支援策⑤
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法務省支援策⑥
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法務省支援策⑦
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ハローワークにおける外国人労働者に係る相談支援体制等の強化

● 専門相談員による職業相談や、外国人求職者の希望や経験等を踏まえた求人情報の提供など、個々の求職者の状況に

応じ、きめ細やかに対応。

⇒ 職業相談員を増員し、離職を余儀なくされた外国人求職者等の早期再就職に向けた相談支援等を実施

２．外国人求職者に対する相談支援体制

● 外国人雇用状況届出に基づき、事業主に対して、外国人材の適正な雇用管理改善のための指導・援助等を実施。

⇒ 就職支援コーディネーターを増員し、外国人を雇用する事業所に対して、各種助成金の活用等による雇用維持

のための相談支援等を積極的に実施。

１．外国人を雇用する事業主に対する相談支援体制

● ハローワークの職業相談窓口に通訳員を配置するほか、14か国語に対応した電話通訳サービスや多言語音声翻訳機器

の活用により、多言語に対応した相談支援体制を確保。

⇒ 通訳員の増員や多言語音声翻訳機器の追加配付により、多言語相談支援体制を強化。

● 事業主・労働者向けに各種支援等を記載したリーフレットを多言語（14言語）や「やさしい日本語」に翻訳。HP掲

載やSNSによる情報発信等を通じた周知・広報を実施。

⇒ 引き続き、事業主や労働者と接するあらゆる機会を通じて、多言語による積極的な情報発信を実施。

３．多言語相談支援体制・情報発信

外国人を雇用する事業主に対する雇用維持のための相談支援や、外国人求職者に対する相談支援への対応のため、ハローワー
クにおける専門相談員等の配置等を通じ体制を強化するほか、外国人労働者に対し雇用等に係る情報を迅速かつ正確に提供する

ため、多言語での情報発信体制を整備する。

第
１
次
補
正

第
２
次
補
正

● 雇用保険など離職時に必要な手続き等の情報をリーフレット、動画、HP等でわかりやすく周知するなど、外国人求職

者への多言語での情報発信を更に強化。

● 来所が困難な外国人求職者からの相談に対応するため、現在、日本語で対応しているハローワーク・コールセンター

について、多言語に対応するため機能を拡充。

多言語相談支援体制・情報発信について更なる強化

令和２年度第二次補正予算案 １．４億円

厚生労働省支援策



18

観光庁支援策



外国人生活支援ポータルサイト（法務省）
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（紹介内容）

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る
上陸拒否について

○ 新しいコロナウイルスの病気が収束しない中に
おける災害時の避難について

○ 感染症対策へのご協力をお願いします（チラシ
掲載）

○ 生活支援策のご案内

○ 住居確保給付金のご案内

○ 特別定額給付金（１人１０万円）のご案内

○ 緊急小口資金等の特例貸付について

○ 上下水道料金支払猶予措置の周知について

○ 厚生労働省ホームページ（新型コロナウイルス
感染症について，Ｑ＆Ａなど）

○ 各機関のホームページのご案内

○ 外国人の方向け相談窓口（AMDA)のご案内

○ 働いている又は働く予定の外国人の方へのご
案内

（URL：http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri10_00052.html）

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri10_00052.html


多文化共生ポータルサイト（自治体国際化協会）
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（紹介内容）

○ 新型コロナウィルスについて
・ 「新型コロナウイルス感染症について」多
言語テンプレート【クレア】
・ 新型コロナウイルス感染症について【厚
生労働省】 等

○ 経済的な支援について

・ 特別定額給付金（新型コロナウイルス感
染症緊急経済対策関連）【総務省】

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により
生活資金でお悩みの皆さまへ【厚生労働
省】 等

○ 在留資格等の手続きについて

・ 新型コロナウイルス関連情報（外国人支
援者向け）【法務省】

・ 新型コロナウイルス感染症に関する情報
について【出入国在留管理庁】

○ その他の情報

・ 新型コロナウイルス多言語情報参考まと
め【ＮＰＯ法人多文化共生マネージャー
全国協議会】 等

○ 自治体での多言語情報提供事例 （URL：http://www.clair.or.jp/tabunka/portal/info/contents/114514.php）

http://www.clair.or.jp/tabunka/portal/info/contents/114514.php


都道府県・指定都市等の取組状況（調査結果）

〇 すべての都道府県、指定都市、中核市及び外国人集住都市会議構成団体（１３市町）におい
て、新型コロナウイルス感染症に関して、多言語による「情報提供」と「相談受付」を実施。

新型コロナウイルス感染症に関する
多言語による「情報提供」

新型コロナウイルス感染症に関する
多言語による「相談受付」

（実施方法の例）

○窓口

・多言語相談員による通訳

・タブレット等による３者通訳

・ポケトーク等の自動翻訳機の活用

○電話等

・３者通訳

・メールやSNSによる相談受付

（内容の例）

〇自治体や地域国際化協会等によるHPへの

多言語情報の掲載

〇SNS・メールマガジン等による周知

〇関係機関・省庁の多言語ページのリンク掲載
・法務省「外国人生活支援ポータルサイト」
・クレア「多文化共生ポータルサイト」

〇チラシ作成

※自治体国際化協会調べ・総務省調べ（いずれも令和２年３月）をもとに作成 21



新型コロナウイルス感染症に係る佐賀県国際交流協会の取組
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○総合相談窓口（さが多文化共生センター）による対面や電話等による相談対応
対面５言語、電話通訳１９言語 実績：38件（令和2年6月11日現在）

○市町の窓口における多言語コールセンター※の活用
※多言語コールセンター：2者通話又は3者通話による通訳サービス。協会が民間に委託。

○感染者療養施設（借り上げホテル）における入退所説明資料の翻訳、多言語コールセン
ターサービス及び自動翻訳機の提供

○特別定額給付金申請書の書き方説明動画作成・DVを受けている方に対する案内作成

○外国人を応援する外国語によるビデオメッセージ作成

○HP、Facebook、LINEによる各種情報提供



新型コロナウイルス感染症対応に関し避難所において留意すべき事項
「避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について」（抜粋）

（令和2年4月7日 内閣府・消防庁・厚生労働省通知）

（可能な限り多くの避難所の開設）
・発災した災害や被災者の状況等によっては、避難所の収容人数を考慮し、あらかじめ指定した指定避難所以外の避難
所を開設するなど、通常の災害発生時よりも可能な限り多くの避難所の開設を図るとともに、ホテルや旅館等の活用
等も検討すること。

（親戚や友人の家等への避難の検討）
・災害時に避難生活が必要な方に対しては、避難所が過密状態になることを防ぐため、可能な場合は親戚や友人の家等
への避難を検討していただくことを周知すること。
（中略）

（避難者の健康状態の確認）
・避難者の健康状態の確認について、保健福祉部局と適切な対応を事前に検討の上、「避難所における感染対策マニュ
アル」における症候群サーベイランスの内容も参考として、避難所への到着時に行うことが望ましい。

・また、避難生活開始後も、定期的に健康状態について確認すること。

（手洗い、咳エチケット等の基本的な対策の徹底）
・避難者や避難所運営スタッフは、頻繁に手洗いするとともに、咳エチケット等の基本的な感染対策を徹底すること。
（中略）

（発熱、咳等の症状が出た者のための専用のスペースの確保）
・発熱、咳等の症状が出た者は、専用のスペースを確保すること。その際、スペースは可能な限り個室にするとともに、専
用のトイレを確保することが望ましい。

・同じ兆候・症状のある人々を同室にすることについては、新型コロナウイルス感染症を想定した場合には、望ましくない。
やむを得ず同室にする場合は、パーティションで区切るなどの工夫をすることが望ましい。

・症状が出た者の専用のスペースやトイレは、一般の避難者とはゾーン、動線を分けること。
・避難所のスペースの利用方法等について、事前に関係部局や施設管理者等と調整を図ること。

（避難者が新型コロナウイルス感染症を発症した場合）
・新型コロナウイルス感染症を発症した場合の対応については、保健福祉部局と十分に連携の上で、適切な対応を事前
に検討すること。
（以下略） 23


